
ALPS処理⽔の海洋放出に伴う需要対策
令和３年度補正予算額 300.0億円

資源エネルギー庁
原⼦⼒発電所事故収束対応室
03-3580-3051

事業の内容
事業⽬的・概要

 ALPS処理⽔の海洋放出に伴い、万⼀⽔産物の需要減少等の⾵評影
響が⽣じた場合でも緊急避難的措置として、⽔産物の販路拡⼤や⼀時
的買取り・保管等を⽀援します。

 また、漁業者の⽅々の⾵評への懸念を払拭するため、ALPS処理⽔の安
全性等に関する理解醸成を実施し、⾵評影響を最⼤限抑制すべく取り
組みます。

⾵評影響を抑制しつつ、仮に⾵評影響が⽣じた場合にも、⽔産物の需要
減少への対応を機動的・効率的に実施することにより、漁業者の⽅々が
安⼼して漁業を続けていくことができるよう、基⾦を造成し、全国的に弾⼒
的な執⾏を⾏います。

成果⽬標

 ALPS処理⽔の海洋放出に伴う⾵評影響を最⼤限抑制し、万⼀⾵評が
⽣じた場合でも漁業者の⽅々が安⼼して事業を継続できる仕組みの構
築を⽬指す。
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（２）⽔産物の⼀時的買取り・保管への⽀援
○買取・冷凍保管等に必要な資⾦の借⼊⾦利を⽀援
○冷凍保管等に係る経費を⽀援

（１）⽔産物の販路拡⼤等の取組への⽀援
○企業の⾷堂等への⽔産物の提供を⽀援
○⽔産物のネット販売等、販路拡⼤・開拓を⽀援

（４）福島第⼀原発のALPS処理⽔に関する広報事業
○消費者に向けた多様な媒体・⽅法による広報活動の実施
○公正な取引が⾏われるよう、流通事業者等に対する説明会等の実施

⺠間団体等
（４）委託

（３）養殖⽔産物の出荷調整への⽀援
○⽔産物を養殖場に留め置くために追加的に必要な飼餌料費等を⽀援

⾷堂等漁業者団体等漁業者等

（事業例）漁業者団体が漁業者から⽔産物を調達し、企業の⾷堂に提供


